◎　国民健康保険制度の見直しに係る国の動き
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	社会保障制度改革推進法施行
今後の高齢者医療制度は、社会保障制度改革国民会議で検討し結論を得ることとされる
第１回　社会保障制度改革国民会議開催
政権交代（民主⇒自公）
第10回　社会保障制度改革国民会議開催
国保の市町村から都道府県への移管について、委員間で賛否分かれるものの、会長は「基本的に県単位で集約する方向で検討していく」とまとめる。
第63回社会保障審議会医療保険部会（厚生労働省の諮問機関）開催
国民会議が検討する医療制度改革について、国保を市町村から都道府県に移管する案には賛成意見が大勢。一方、都道府県化に伴う保険料上昇や、保険料徴収、地域包括ケア化を進めている介護保険との整合性などの課題の指摘もあり、両論併記で国民会議へ報告予定
第14回　社会保障制度改革国民会議開催
「市町村国保は危機に瀕しており、市町村から都道府県単位に広域化する必要性は、共通の認識」（清家会長）としつつ、「保険料徴収、未納に対する責任を市町村が持つことが大事。保険料収納率や保健事業、医療費適正化などの市町村ごとの取組みが市町村の財政負担に反映される形での都道府県化にすべき」（山崎委員）、「保険料率は市町村単位で設定し、医療費が高く収納率が低い市町村は保険料を高くするなど工夫を講じるべき」など、徴収責任を市町村が負うことや市町村別に保険料率を設定すべきという意見も出された。
第16回　社会保障制度改革国民会議開催
市町村国保の広域化については、「分権的広域化（被保険者の適用、保険給付、保険料設定・徴収、保健事業などの各種保険者機能を都道府県と市町村とで役割分担する考え）」で大筋で合意。７月上旬に素案の骨子を提示することを確認。
国民会議報告書提出
社会保障制度改革国民会議が政府に対して報告書を提出。国保の運営主体を都道府県とするなどとされた。
法制上の措置の骨子の閣議決定
社会保障制度改革推進法に基づく「法制上の措置」の骨子を閣議決定。今秋の臨時国会冒頭に「プログラム法案」が提出される予定。



